
平成27年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

経常 基幹電算事務事業
基幹系システムの維
持管理

使用料及び
賃借料

84,421 393,326 90,068 90,068

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
前年度決算額

（千円） 評価
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
国・県支出金 市債 その他 一般

事
業
概
要

　○基幹電算事務事業 (基幹系システムのサーバー・クライアント等の管理事務)
　　 ・電算システムソフトウエア使用料　：　業務ソフトウエアの共同利用使用料
 　　・電算システム業務委託料　：　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）システム対応（システム構築）業務委託

　○情報ネットワーク管理事業 (本庁、支所、出先機関の情報ネットワーク管理)
　　・情報ネットワーク業務委託　：　本庁・支所間の情報ネットワークの保守管理業務
  　・電柱共架料　：　豊の国ハイパーネット（本庁・支所間の光ケーブル）の電柱使用料
　　・情報ネットワーク整備工事　：　大野支所移転に係るネットワーク工事
 
　○情報化推進事務費  (情報系端末、その他庁内OA機器及び課内の管理事務)
　　・レーザープリンターのリサイクルトナー等の一括購入

課　名 情報推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

頁 情報化推進費 行政事務情報化推進事業

目
的

行政事務の情報化を推進し、行政サービスの高度化、効率化、経費削減等を推進する
対
象

職員

2 1 11 122

計 124,818 195,431 169,473

3経常 情報化推進事務費
情報系システムの
維持管理

需用費 625 623 433 433

2経常 情報ネットワーク管理事業
情報系システムの
維持管理

委託料 19,194

3臨時
基幹電算事務事業
（H26繰越）

番号制度対応シス
テム（連携サーバ）
構築

委託料

31,313 13,566 13,566

3臨時 基幹電算事務事業
基幹系システムの番
号制度対応業務

委託料 20,578 67,901 63,138 31,045 32,093

2,268 2,268 2,268

33,313 136,160
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

理由
基幹系システムのクラウドへの移行によ
り、関連経費が平準化されていくと考えて
いる。

市　　債財
源

国 県 費 12,781 33,313 2,160

そ の 他

％ 107.7 ％
b

プリンター
の削減

台
153 台 130

ｄ

台 130

基幹システムを改修するのではなく、同じクラウドを使用している他自
治体の運用を調査することで、極力、改修に頼らない業務運用を図
る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

96,566 124,818 169,473 173,601
増額

うち経常経費 94,928 96,000 100,784 113,253

台

91.5% ％ 107.7

85.2 ％
基幹系電算経費削減 千円

45/60 業務 46/60 業務155,474

83.346.7 ％ 35.3 ％

千円
a

クラウド化
の推進

業務
43/60

％

クラウド化による経費削減効果等を最大限に活用するため、極力、シ
ステム改修は実施しない方針としているが、利用する原課からは強い
改修要望がある。

対応（改善点等）

課題
c

出先機関等
のネットワー
クの高速化

％23.8

50% 目標 － 目標

成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

業務

79.6 ％

79,292 千円 104,999 千円

行政の情報化を進める上で中核となる基幹系電算システムに経費削減目標を
設定することで、『経費を削減する取組に聖域はない』という意識を醸成する数値 H22経費比30％減

活
動
指
標

指標 a クラウド化の推進 ｂ プリンターの削減

成
果
指
標

指標名 基幹系電算経費削減 目
標
年
度

H28

指標の設定理由

ｃ
出先機関等のネットワー
クの高速化

ｄ

数値 目標
システム化された60業
務の90％をクラウド化

目標

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業の方向性 評価内容

拡充 ガイドラインに基づくセキュリティ対策の強化に努めること。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
クラウド化によるコスト削減の取組や
ネットワーク網の高速化は重要な施
策であり、成果指標にも直結する。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
クラウドによる基幹系システム構築は
Ｈ23年度以降であり、効果が現れる
のはH25年度以降である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
行政事務の電算化は不可欠であり、
マイナンバー制度の進展に伴って、
今後、益々その重要性が増してくる。

うち経常 94,928 96,000 100,784

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
行政主体で行うもの。しかし、クラウド
化でシステムは自己所有から他団体
との共同利用･管理に切り替えた。

着眼点 分析 分析根拠

113,253

しかしながら、H27年度からマイナンバー
法が施行され、市としても法律に則した対
応が必要となるので、システム構築終了ま
で増額とならざるを得ない。
また、情報セキュリティ強靭化の推進が求
められているので、さらなる経費が必要と
なる。

内
訳

そ の 他

一般財源 96,566 112,037 136,160 171,441
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平成27年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

経常 電子自治体推進事業
LGWAN維持・管理、
電子申請

委託料 2,770 3

頁 情報化推進費

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
前年度決算額

（千円） 評価

事
業
概
要

　○電子自治体推進事業
  　・LGWAN接続設備保守委託料 ： 自治体間の専用ネットワークの維持管理
  　・電子申請等受付システム負担金 ： 県内自治体で共同利用の電子申請システム負担金
 
　○携帯不感地域解消事業
　　  国・県の補助を受け、携帯電話等の不感地域に鉄塔・中継設備・アンテナを整備し、市所有の光ファイバーケーブルを
　　　携帯電話会社へ貸し出し、不感地域の解消を図る事業。
  　・調査設計管理委託料　：　全体設計施工管理、鉄塔整備工事設計・施工管理、伝送路整備工事設計・施工管理
　　・携帯電話等エリア整備工事請負費 ： 鉄塔整備工事、伝送路整備工事
  　・電気通信設備購入費 ： 携帯電話中継基地局機器購入
　

地域情報化推進事業

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
国・県支出金 市債 その他 一般

1,266 1,263 2

課　名 情報推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

電子自治体の運営や携帯不感地域の解消を行うこと等で地域の情報化の推進を図る
対
象

職員・市民

2 1 11 124

1,261

計 25,153 68,693 51,106 39,646 5,900 3,619 1,941

2臨時 携帯不感地域解消事業
NTTdocomo大白谷東・
大白谷局の整備

工事請負費 22,383 67,427 49,843 39,644 5,900 3,619 680
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

理由
電子自治体関連の取組は国の
政策に沿ったものであり、減額
は難しい。マイナンバー法に伴

市　　債財
源

国 県 費 4 17,804 39,646 31,287

9,800 2,600 5,900 4,700

そ の 他 1,625 3,619 2,855

b

各事業者のエリア拡大動向を注視し、不感地域の解消のために、国・
県、事業者との協議を進めていく。
キャリアの協力を取りつけ、極力前倒しで事業実施する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

13,063 25,153 51,106 41,084
増額

うち経常経費 2,626 763 1,503 1,657

携帯電話不感地域の解消は、通信事業者（キャリア）の取組・協力に
よるところが大きい。また、国庫補助を前提とした事業なので、単独事
業としては実施困難。

ｄ
対応（改善点等）

ヶ所

－

課題
c

－
地域情報化推進

－

1 ヶ所 2 ヶ所

－ －
a

－ － －

－

携帯不感
地域解消

ヶ所
1

目
標
年
度

－

指標の設定理由

目標

成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

数値 目標 － 目標 目標

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

ｃ ｄ

地域情報化が大きく進展することで、都市とのデジタルデバイドの解消、若者に
魅力ある街づくり、農林商工業の発展等に寄与する数値 －

活
動
指
標

指標 a 携帯不感地域解消 ｂ

成
果
指
標

指標名 地域情報化推進

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業の方向性 評価内容

継続 事業者の動向に注視し、効率的、効果的な事業実施に努めること。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
地域情報化の一つの指標として適切
と判断する。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
光ファイバー情報網のインフラは整備済
みであり、その事業目的にも携帯電話網
の拡大への施設利用が記載済み。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
地域の情報化は産業の振興、若者に
魅力ある地域づくり等に貢献する。

うち経常 2,622 760 1,501

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2
基本的に民間による事業実施が望ま
しいが、採算性の観点から市全域を
公平に整備することは困難。

着眼点 分析 分析根拠

1,655

は難しい。マイナンバー法に伴
う業務を実施する必要もあり、
重要性が高まっている。
携帯不感地域解消事業は、通
信事業者の参画予定があり、
H28年度に続き実施したい。

内
訳

そ の 他 1,625 3,619 2,855

一般財源 3,259 3,124 1,941 2,242
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平成27年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

経常 ケーブルテレビ管理事業 保守管理委託 委託料 196,021 2

頁 ケーブルテレビ管理費

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
前年度決算額

（千円） 評価

事
業
概
要

                                                                                                                          （単位：千円）
　○ケーブルテレビ管理事業
　【歳入】
　　・ケーブルテレビ加入分担金、使用料
　　・国・県道拡幅工事等のよる伝送ケーブル移設の補償
　　・落雷被害等に備えた損害保険金
　　・本市ケーブルを使用したOCTの多チャンネル、インターネット等サービスに対する使用料

　【歳出】
　　・音声お知らせ端末、V-onu；500台、D-onu；200台、TA；200台購入
　　・音声お知らせ端末195台及びTA；295台の修繕
　　・ケーブルテレビ事業管理及び宅内機器撤去等業務をOCTに委託
　　・自主放送番組制作支援業務をOCTに委託
　　・九州電力及びNTTへの電柱共架料
　　・新規引込工事179件、伝送路移設工事
　　・映像編集機器、AJC-CMS用ｻｰﾊﾞｰ機を購入

ケーブルテレビ管理事業

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
国・県支出金 市債 その他 一般

241,917 230,561

課　名 情報推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

ケーブルテレビ放送に係る自主放送を含む運営管理
対
象

市民

2 1 12 126

167,321 63,240

計 196,021 241,917 230,561 167,321 63,240
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

理由

 開局して6年経過し、設備機器

市　　債財
源

国 県 費 4,777

そ の 他 269,532 195,985 167,321 259,700

b

番組制作については、新たに手話通訳番組を取り入れた。機器更新
については、機器管理・製作業者等と計画的な更新計画を策定した。

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

279,667 196,021 230,561 277,593
増額

うち経常経費 199,132 122,121 154,447 125,069

ケーブルテレビ加入率は目標達成しているものの、行政情報と放送番
組等サービスを安定供給するため、伝送及び番組制作機器の保守管
理に努める。

ｄ
対応（改善点等）

％

117.3 ％

課題
c

121.4 ％

ケーブルテレビ施設
の多目的利用

％
121.4 ％

84.5 ％ 85.0 ％

117.0 ％ 120.7 ％

％
a

82.1 ％ 84.5 ％ 85.0

120.7 ％

ケーブルテ
レビ加入率

％
82.1

目
標
年
度

H27

指標の設定理由

目標

成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

数値 目標 70% 目標 目標

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

ｃ ｄ

現行のテレビ、IP電話、音声告知放送だけの利用から、費用対効果を検証しな
がら、光ファイバー網等の高度機能を活用した多目的利用をすることが目標で
あるため数値 －

活
動
指
標

指標 a ケーブルテレビ加入率 ｂ

成
果
指
標

指標名
ケーブルテレビ施設の
多目的利用

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業の方向性 評価内容

見直し
設備機器の計画的な更新を行うとともに、財源確保に向けた取組を検討
すること。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
市民に親しまれる番組制作と信頼さ
れる運営管理が重要である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 加入率は目標達成している。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
行政情報の周知と都市間格差の解
消をするために必要な事業である。

うち経常 55

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2
都市では民間事業者がサービス提供して
いる事業なので、管理・運営の行政関与を
検討する必要がある。

着眼点 分析 分析根拠

 開局して6年経過し、設備機器
の劣化による修理、ﾘｰｽやﾗｲｾ
ﾝｽ契約の更新若しくは買替等
を継続的に実施しなければな
らないと考えている。

内
訳

そ の 他 269,532 195,985 167,321 259,700

一般財源 5,358 36 63,240 17,893
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